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図表 3-3．一人当たりの平均支給予定額及び支給予定月数（従業員数による加重平均）　　　　　　　　

※製造業は業種を下記のとおり集約した。  　
素　材　 型 ： 繊維・衣服・その他の繊維、木材・木製品・家具、パルプ・紙・紙加工品、化学・石油製品・プラスチック・ゴム製品、窯業・土石、鉄鋼・非鉄金属、金属製品 
加工組立型 ： 一般機械器具、電気・情報通信機械器具、電子部品・デバイス、輸送用機械、精密機械
生活関連型 ・ その他 ： 飲・食料品、印刷・同関連業、その他製造業

注）本節の「従業員一人当たり平均支給予定額及び平均支給予定
月数」の集計企業は、前述の「１. 夏季ボーナスの支給方針」及び

「２. 支給予定額決定の参考項目」の回答企業のうち、支給予定額
と支給予定月数を回答した企業であり、回答数が異なる。
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1.4％）は増加した。また、非製造業では、「建設」（同
比▲5.9％）、「その他非製造業」（▲0.9％）は減少し
たが、「卸売」（＋1.3％）、「小売」（＋0.7％）、「運輸・
倉庫・不動産」（＋2.9％）は増加した。
　規模別にみると、規模の大きい企業の支給予定額
は、548,089円（同比＋1.1％）、規模の小さい企業は、
470,388円（同比＋1.8％）と増加した。（図表 3-1、
3-3）

⑵一人当たり平均支給予定月数
　従業員数を加重平均した一人当たり平均支給予定月
数は、全産業では前年度比横ばいの1.94か月となった。
　業種別にみると、製造業は、1.81か月（同比＋0.01
か月）、非製造業は、2.02か月（同比横ばい）、平
均支給予定月数は非製造業が製造業を上回る結果と
なった。
　規模別にみると、規模の大きい企業は、1.97か月（同
比横ばい）、規模の小さい企業は、1.73か月（同比▲

0.01か月）、その差は0.24か月となった。（図表 3-2、
3-3）

4.まとめ

　企業の経営環境が厳しさを増すなかにあって、物
価上昇や人手不足に対応するため、企業経営者は賃
上げに対し、昨年に続き積極的に取り組んでいる。
　ボーナスについては、企業は基本的には自社の業
績や昨年度の支給実績を踏まえつつ決定する。しか
しながら、特に規模の小さい企業では、物価の高騰
や慢性的な人手不足が続くなど厳しい経営環境（＝
収益が悪い）の中で、夏季ボーナスを増やす動きが
みられている。こうした企業行動が続けられるのか、
今後とも注意深く見ていく必要がある。
　企業経営の観点からは、原材料・仕入価格の再上昇・
高止まり、人件費の上昇、電気・ガス代の上昇など
コストの削減は難しい面がある。先行き、高めのベー
スアップ、ボーナスが所得税・住民税減税とも相まっ
て実質所得が改善、本格的な景気回復が実現し、各
企業の売上・受注が拡大していくことに加え、製品・
サービスの価格転嫁が進展することを期待したい。

法人クレジットカードが支える企業のDX
企業間取引における法人カードの新しい価値を提供するJCBの戦略とは

　　　　JCBとは

　株式会社ジェーシービー（以下、JCB）は、日本発
唯一の国際ペイメントブランドとして、日本だけで
なく海外まで幅広く事業を展開しています。JCBは、
個人カードの分野だけでなく、法人カードの分野で
も、多様な機能やサービスを提供しており、企業の
経営課題を解決するパートナーとして活躍していま
す。法人カードは、法人間取引のキャッシュレス化、
経理業務の効率化、セキュリティ対策など、企業の
DXに貢献することで、企業が本業に集中できる環境
作りに役立つツールとして拡大しています。
　JCBは、1961年に純国産のクレジットカード会社
として設立されました。1981年に海外進出を開始し、
現在では、約160の国と地域で利用できるカードを
発行しています。JCBは、海外のカード会社との提
携や、現地の金融機関とのフランチャイズ契約を通
じて、自社のカードブランドを広めてきました。JCB
は、アジアを中心に、欧米や中東、アフリカなどに
も展開しており、会員数は1億 5,600万人を超えま
した。活動範囲は海外市場においても、日本のカー
ド会社としての品質やサービスを提供しています。

　　　　法人カードの価値とは
　
　法人カードは、個人カードとは違って単なる支払
い手段にとどまりません。経理業務の効率化、資金
繰りの改善、セキュリティ対策など、企業の経営課
題を解決する機能やサービスを提供することで、企

業のDXに貢献する存在となっています。特に、イ
ンボイス制度や電子帳簿保存法の施行によって、経
理業務の負担が増す中で、法人カードの価値は高まっ
ているといえるでしょう。JCBは、法人カードの機
能やサービスをさらに充実させるとともに、パート
ナー企業との連携や新たな提携カードの展開など、
幅広い取り組みを進めています。その中から、いく
つかの事例を紹介しましょう。

　　　　経理業務の効率化を支援

　インボイス制度や電子帳簿保存法の施行によって、
請求書や領収書の記載内容の確認や保管方法に細か
な制約が付くようになり、経理業務の負担が増して
おります。しかし、法人カードを利用することでこ
うした作業をデジタル化して効率化できます。
　JCB法人カードは、「弥生会計」「freee会計」「会計王」
「マネーフォワードクラウド会計」といったクラウド
会計サービスとAPI 連携が可能です。API 接続であ
れば、カードの利用明細データを会計システムへ自
動連携でき、自動反映された利用明細データに基づ
き仕訳処理できます。これにより、経費精算の手間
やミスを減らし、経理業務の品質を向上させる効果
があります。
　また、JCBでは駐車場やガソリンスタンドといっ
た用途限定カードを発行しており、カードごとに利
用明細を確認できるため、社用車や従業員ごとに
ETCカードを発行すれば移動の経費を効率的に管理
できます。特に、社用車が必須のビジネスにおいて
は業務効率化に大きく資するはずです。なお JCBで
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から「請求書カード払い」サービスを開始しています。
このサービスでは、JCB が受け取った請求書の支払
いをカードで行い、デジタルガレージが銀行振り込
みを代行します。決済手数料は支払い側が負担しま
すが、カード決済によって支払い期間を長くできる
というメリットがあります。JCB は手数料を 2.98％
と低く抑えており、低コストで利用できるのが魅力
です。このサービスは、取引先がカード決済に対応
していない場合に有効です。このサービスを利用す
ることで、企業は法人カードの決済可能な取引先を
大幅に増やすことができます。
　もう一つが、請求書発行から消込・債権管理まで
一気通貫で実施できる「請求管理ロボ forJCB」です。
JCB は、ROBOT PAYMENT と提携して 2022 年 4 月
からサービスを開始しています。このサービスで
は、JCB が発行する法人カードを利用して、ROBOT 
PAYMENT の請求管理システムに接続することで、
請求書の発行や送付、入金の確認や消込、債権管理
などの業務を自動化できます。請求書の発行や送付
は電子メールで行い、入金はカード決済で行うため、
ペーパーレス化やキャッシュレス化にも貢献し、未
収金のリスクも低減できます。このサービスは、請
求書の発行や管理に手間がかかる中小企業や、取引
先が多くて債権管理が大変な企業にとって便利です。
このサービスを利用することで、請求書の発行から

入金までの時間を短縮し、資金回収の効率化を図る
ことができます。

　　　　法人カードの選び方とは

　法人カードには、個人カードにはない様々な機能
やサービスがあります。しかし、どの法人カードを
選べばいいのでしょうか。JCB の法人ソリューショ
ン開発部長の中村氏は、「年会費やポイント還元、海
外旅行保険などについてはどの法人カードもあまり
差がない。個人カードとは違って法人カードは、自
社のどの問題を解決できるかで選ぶといい」とアド
バイスします。
　例えば、経理業務の効率化を図りたいなら、会計
ソフトと連携できる法人カードを選ぶといいでしょ
う。社用車の管理を簡単にしたいなら、ETC カード
を複数枚発行できる法人カードが便利です。サイバー
攻撃に備えたいなら、サイバーリスク保険が付帯し
ている法人カードが安心です。
　JCB 法人カードは、これらの機能やサービスを充
実させており、全国各地の地銀やその関係会社を含
めると 99 社とフランチャイズ関係にあり、地域企
業のニーズにも応えています。法人カードの導入を
検討している企業は、ぜひ JCB の法人カードをチェッ
クしてみてはいかがでしょうか。
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は、ETC の走行明細（過去 15 カ月分）を Web 上で
確認できる「JCB E-Co 明細（イーコメイサイ）」サー
ビスも提供しています。これは、前述した電帳法の
電子取引要件を満たす上でも役立ちます。この機能
は、社用車の走行距離や経路などを正確に把握し、
車両管理やコスト削減に役立てることができます。

　　　　セキュリティ対策を強化

　法人カードの重要な機能として、セキュリティ機
能があります。カード利用に伴う不正利用のリスク
はもちろん、サイバー攻撃による情報漏洩や事業停
止などのリスクも、企業にとっては深刻な問題です。
JCB は、法人カードのセキュリティ対策を強化する
とともに、サイバーリスク保険などのサービスを提
供しています。
　カード利用における不正利用の防止には、本人認
証の強化が欠かせません。JCB は、EMV 3D-Secure
を推進し、不正利用の防止を強化しております。ま
た、フィッシング対策として送信ドメイン認証の一
つである DMARC の導入を実施しました。これによ
り、カード会員が不正なサイトに誘導されるリスク
を低減できます。
　また、サイバー攻撃に対する対策として、JCB は
法人カードに無料で「サイバーリスク保険」を付帯
させています。この保険は、リスク診断サービスと

トラブル発生時のサポートがセットになっており、
サイバー攻撃による事業の停止や信用の毀損などの
リスクを回避することができます。リスク診断サー
ビスでは、サイバーセキュリティの専門家が企業の
サイバー攻撃に対する脆弱性をチェックし、改善策
を提案します。トラブル発生時のサポートでは、サ
イバー攻撃による損害の補償や、復旧や法的対応な
どのコンサルティングを受けることができます。サ
イバーリスク保険に加入している日本企業は 1 割程
度ですが、JCB の法人カードを利用すれば、追加料
金なしでこの保険を利用できます。

　　　　法人間取引のキャッシュレス化を推進

　日本のキャッシュレス決済の比率は着実に上昇し
ており、2022 年には全体の 36％、111 兆円となり
ました。しかし、1,200 兆円の取引額があるといわ
れる法人間決済においては、キャッシュレス比率は
ごくわずかで、まだまだ銀行振り込みが主流です。
銀行振り込みは、手数料や手間がかかる上に、資金
繰りの面でも不利な決済方法です。JCB は、法人間
取引のキャッシュレス化を加速させるために、さま
ざまなサービスを提供しています。
　その一つが、取引先がカード決済を受け付けてい
なくてもカードで支払える「請求書カード払い」です。
JCB は、デジタルガレージと提携して 2023 年 2 月
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